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資料１ 
 

新潟市味方・月潟地区体育施設指定管理者業務仕様書 
 

 

本書は、味方・月潟地区体育施設（以下「本施設」という。）の管理運営について、新潟市（以下、

「本市」という。）が指定管理者に求める指定管理業務の仕様を示すものである。本市は、本書で示

される仕様書を基にさらに創意工夫された高水準の指定管理業務を求めるものとする。 

 

１ 管理運営に関する基本方針 
（１）施設の設置目的 

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与するこ

とを目的として、本施設を設置する。 

 

（２）基本理念・基本方針等 

本施設の管理運営については、全ての市民に安全で平等な施設運営を行うことはもとより、現在提

供しているサービスや業務を参考の上、本書に含まれる水準を満たし、効率的人員配置、保守管理の

コスト削減などでの運営経費の抑制や、市民ニーズの掌握による更なるサービス向上を図ることによ

り、市民の住みよい地域社会づくり、スポーツ振興に寄与することを目指す。 

指定管理者は、管理運営について創意工夫された事業計画により、指定管理者制度を導入した効果

を業務に最大限発揮しなければならない。また、指定管理者は、本施設を管理するにあたっては、次

の各事項に留意して円滑に実施する。なお、本市は本施設の設置者として、必要に応じて指定管理者

に対して指示等を行う。 

 

ア 公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、住民サービスの向上や平等利用

を確保すること。 

イ 利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。 

ウ 利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。 

エ 個人情報の保護に関する法律に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た

情報について守秘義務を遵守すること。 

オ 効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。 

カ 法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。 

キ 指定管理者制度を理解し、実践すること。 

 

２ 施設の概要 
  

【味方地区体育施設】 

新潟市味方体育館 

  所在地 新潟市南区西白根 2676 番地 

  竣工年月 昭和 54 年 3 月 

  敷地面積 2,025.78 ㎡ 

  建築構造 鉄筋コンクリート 2階造 

施設内容 事務室・アリーナ 961 ㎡（バレーボールコート 1面）・ステージ 

  卓球場・放送室・更衣室 2 部屋・物置・トレーニング場・柔道場（1面） 

その他 駐車場 100 台 

 供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間 日曜日：午前 9時～午後 5 時 日曜日以外：午前 9 時～午後 9 時 30 分 

 

 新潟市味方ゲートボール場 

  所在地 新潟市南区西白根 2675 番地 1 

  竣工年月 平成 12 年 9 月 

  敷地面積 447.64 ㎡ 
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 施設内容 ゲートボール 1面（照明付）、屋外ゲートボール場 

  その他 駐車場は味方体育館と兼用 

 供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間 日曜日：午前 9時～午後 5 時 日曜日以外：午前 9 時～午後 9 時 30 分 

 

 新潟市味方野球場 

  所在地 新潟市南区七穂 25番地 1 

  竣工年月 平成 4年 3月 

  敷地面積 14,222 ㎡ 

 施設内容 両翼 90ｍ・センター120ｍ１面（照明付）・トイレ 

  その他 駐車場 50 台 

 供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間 午前 9時～午後 9時 30 分 

※現指定管理者の運用    

 11 月～5 月上旬の供用時間は午前 9時～午後 5 時（ナイター利用不可） 

 

 新潟市味方テニスコート 

  所在地 新潟市南区七穂 32番地 1 

竣工年月 平成 5年 10 月 

敷地面積 2,628 ㎡ 

施設内容 砂入人工芝コート 2面（照明付） 

  その他 駐車場は味方野球場と兼用 

 供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間 午前 9時～午後 9時 30 分 

※現指定管理者の運用    

 11 月～5 月上旬の供用時間は午前 9時～午後 5 時（ナイター利用不可） 

 

 新潟市味方 B&G 海洋センタープール 

  所在地 新潟市南区七穂 32番地 7 

竣工年月 平成 4年 5月 

敷地面積 1,083.1 ㎡ 

施設内容 鉄骨平屋建 25×13ｍと幼児用プール・更衣室 2部屋・事務所 

  その他  駐車場は味方野球場と兼用 

供用日 6 月 1日～9 月 30 日 

ただし、毎週月曜日（休日の場合は翌日）を除く 

供用時間 午前 9時～午後 9 時 

※現指定管理者の運用  市と協議 

 

【月潟地区体育施設】 

 新潟市月潟野球場・新潟市月潟テニス場 

所在地 新潟市南区西萱場 1115 番地 

竣工年月 昭和 56 年 10 月 

敷地面積 13,912.36 ㎡ 

施設内容 野球場 1 面・テニスコート 2 面（照明付）・トイレ・更衣室・物置 

  その他 駐車場 20 台 

供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間    午前 9時～午後 9時 

※現指定管理者の運用 

 11 月～5 月上旬の供用時間は午前 9時～午後 5 時（ナイター利用不可） 

 

 新潟市月潟ゲートボール場 

所在地 新潟市南区西萱場 1109 番地 

竣工年月 平成 6年 6月 

敷地面積 2,027 ㎡ 
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施設内容 ゲートボール場 2 面（グリーンサンド）・トイレ 

  その他 駐車場は月潟野球場と兼用 

供用日 1 月 4日～12 月 28 日 

供用時間 午前 9時～午後 7 時 

 

３ 指定期間 
令和 6年（2024 年）4月 1 日から令和 11 年（2029 年）3月 31 日まで（5 年間） 

この期間は、議会議決後、正式に指定期間となります。 

 

４ 供用日及び供用時間 
（１）供用日及び供用時間 

新潟市体育施設条例施行規則による。ただし、供用日及び供用時間について、サービスの向上の

ため変更する場合は、事前に本市と協議し、本市の承諾を得ること。 

また、大会開催時は利用者との打ち合わせにより、供用時間外に開館するなどの対応をすること。 

 

（２）臨時開館、臨時休館 

臨時開館及び臨時休館については、事前に本市と協議し、本市の承諾を得ること。 

 

５ 業務内容  
（１）施設の利用に関する業務 

ア 施設等利用許可業務 

イ 使用料の納付期日の決定及び免除に関する業務  

ウ 使用料の徴収  

※ア～ウの詳細は別添「味方・月潟地区体育施設の利用に関する業務について」参照 

エ 施設利用者への対応 

①施設利用者への助言・指導 

指定管理者は、施設利用者が円滑な利用ができるよう、適切な助言・指導等を行うこと。

また、不適切な利用者に対しては指導を行うこと。 

②施設の案内・周知 

指定管理者は、施設の利用方法や案内図を、施設利用者に解り易い場所に掲示すること。

また、施設の情報発信のため専用ホームページの作成やリーフレット・チラシ等により、市

民に広報を行うこと。 

③大会開催への協力 

指定管理者は、施設においてスポーツ大会のポスター掲示や、申込書の配布など本市内外

のスポーツ情報の発信基地として機能すること。また、本市並びに南区スポーツ協会加盟団

体、南区スポーツ振興会等の主催する事業に関し、大会運営補助等の要請があった場合、協

力すること。  

④苦情・要望等への対応 

指定管理者は、窓口、電話、メール、手紙等での施設に対する利用者及び近隣住民等から

の苦情、要望等について適切な対応を行い、内容、対応、結果等について本市に報告するこ

と。また、本施設専用の電子メールアドレスを設置し、問い合わせ等に対応すること。 

⑤障がい等を理由とした不利益な取り扱いの禁止 

新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例に基づき、正当な理由なしに、

障がい等を理由として、不利益な取扱いをしてはならない。 

また、障がいのある人が社会的障壁の除去を必要としている場合に、合理的配慮を提供し

なければならない（合理的配慮の提供が過重な負担になる場合はその限りではない）。 

オ 職員配置 

本施設の運営に必要な職員を適切に配置すること。本施設開館中においての人員配置表を本市

へ提出すること。なお、職員の配置については、事前に協議し本市の承諾を得ること。 

①施設長（館長） 

施設の責任者として、常勤の施設長（館長）を味方体育館に配置すること。施設長はスポー

ツ施設運営に関し豊富な経験があることとし、開館時間中は常時 1 名の責任者（施設長代理含む）

を配置すること。 

②配置職員の要件（施設長含む） 



 

 4

・本施設で利用可能なスポーツ種目に関し必要な知識を有していること。 

・施設運営上必要な遵守すべき関係法令等を熟知していること。 

・味方 B&G 海洋センタープールにおいては、B&G 海洋性レクリエーション指導員センターイン

ストラクターの資格を有する常勤職員 1 名を配置し、B&G 財団に関連する業務を行うこと（別

紙７参照）。 

③配置人数（施設長含む） 

開館時間中において、施設の運営に支障をきたさないよう必要な職員を確保すること。また、

サービス向上・安全管理のため次の人数を最低限配置すること。 

 

     【味方体育館】 

      事務室兼受付   常時 1名 

事務室兼味方・月潟地域屋外施設巡回兼緊急対応等 常時 1名 

      

     【味方 B&G 海洋センタープール】 

      事務室   常時 1 名 

      受付    常時 1 名 

      プール監視 常時 1 名 

繁忙期においては安心・安全に配慮し増員も考慮すること。 

 

     【味方地区屋外体育施設】（野球場・テニスコート・ゲートボール場） 

      無人施設となることから、適宜巡回に努めるものとする。 

 

     【月潟地区屋外体育施設（野球場・テニス場・ゲートボール場）】 

      無人施設となることから、適宜巡回に努めるものとする。 

      鍵の受け渡しや使用料の徴収等の際は，利用者の利便性に配慮すること。 

       

   ④有資格者等（施設長含む） 

・施設管理において、法令等で定められた有資格者等を適切に配置すること。 

・業務上有益と思われる資格等がある者を積極的に配置すること。 

・本施設に配置する職員の資質向上のため定期的に研修を実施する（又は受講させる）こと。 

⑤配置する職員の履歴資料（施設長含む） 

指定管理者は、本施設に配置する職員の履歴及び資格取得一覧資料を作成し、指定管理業務計

画書に添付すること。なお、内容に変更が生じた場合は、本市へ報告すること。 

 

（２）施設維持管理業務 

指定管理者は、本施設における公共サービスが円滑に提供され、施設利用者が施設を安全かつ快

適に利用できるよう以下の業務を行うこと。なお、各種業務を行うにあたり作業時に安全確保に努

めること。また、施設管理業務等においてやむを得ず再委託をする場合は、事前に本市の承認を得

ること。（詳細は、別紙「衛生管理業務及び清掃業務」「施設管理における保守点検等業務」を参照） 

 

ア 衛生管理業務（別紙１「衛生管理業務及び清掃業務」参照） 

指定管理者は、本施設利用者が快適に利用できるよう衛生管理に配慮すること。 

本施設内での疾病等の発生については、関係法令及び指定管理者のマニュアルに従い、速やか

に対応し、本市をはじめ関係機関への報告を確実に行うこと。 

イ 清掃業務（別紙１「衛生管理業務及び清掃業務」参照） 

指定管理者は、建物内外の材質等を考慮しつつ適切な頻度・方法で、日常清掃、定期清掃及び

特別清掃を適切に組み合わせ本施設の美観と衛生を保つこと。また、廃棄物処理にあたっては、

本市のごみ分別ルールに従って適切に行い、資源の有効活用に取り組むこと。 

①日常清掃（日又は週を単位として定期的に行う作業） 

指定管理者は、日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清潔な状態に保たれるよう

にすること。清掃回数等の条件は、指定管理者が利用頻度に応じて、適切に設定すること。特

に、トイレ等の水周りについては、衛生等について留意すること。 

②定期清掃（月を単位として定期的に行う業務） 

指定管理者は、日常清掃では実施しにくい箇所の清掃等を行うため、必要に応じて定期清掃
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を実施すること。 

③特別清掃（一定の期間、又は年を単位として行う定期的な業務と不定期に行う業務） 

指定管理者は、日常清掃、定期清掃では実施しにくい清掃等を行うため、必要に応じて特別

清掃を実施すること。特別清掃は概ね次のような作業をいう。 

照明器具及び時計の清掃、外壁及び外部建具の清掃、排水溝及びマンホール等の清掃その他、

関係法令に基づき、貯水槽及びその他附属部の清掃・点検。 

ウ 植栽等維持管理業務 

指定管理者は、本施設内の植栽を適切に維持管理することにより、美しい環境を維持すること。

また、利用者及び通行者の安全や周辺に与える影響を十分に配慮すること。 

エ 保守点検業務（別紙２「施設管理における点検等業務」参照） 

    指定管理者は、本施設の施設及び設備機器の良好な状態を維持し、常に利用者が安全かつ快適

に利用できるよう監視及び点検、整備等必要な対応を行うこと。また、稼動状況等を適切に記録

するとともに、不具合があった場合は必要な処置を行うこと。 

①日常点検及び整備業務 

正常に機能するよう点検、整備等を行うこと。開館前の始業時点検及び閉館時の終業点検

を確実に行い、不具合箇所がないかどうか施設全体の日常点検を実施すること。 

②定期点検及び整備業務 

関係法令に基づき、法定点検を確実に実施するとともに、正常に機能するよう指定管理者

が必要に応じて適切な処置を行うこと。なお、その際に必要な消耗品等の補充、更新は指定

管理者が負担すること。なお、点検にあたっては利用者になるべく影響のない日時を指定管

理者で定めること。 

  オ 施設修繕業務 

    指定管理者は、本施設における公共サービスが円滑に提供され、施設の利用者が安全かつ快適

に利用できるよう、施設全体の修繕業務を実施すること。また、施設の予防保全に努め、施設の

不具合を発見した際には適切な処置を行うこと。なお、その際に必要な消耗品等の補充、更新は

指定管理者が行うこと。 

カ 保安警備業務 

・指定管理者は、本施設の秩序及び規律の維持、火災、盗難、破壊並びに不法行為等の予防、発

見、防止に努めるなど、財産の保全及び利用者の安全を目的とする警備業務を行うこと。また、

施設の用途、規模、開館時間を踏まえて適切な警備計画を立て、事件・事故等の未然防止に努

めること。 

     ・警備業法、消防法、労働安全衛生法等関連法令を遵守すること。 

     ・開館中は各施設において定期的に巡回を行い、各施設の安全を確認し、警備日誌を記入するこ

と。 

・指定期間中は 24時間体制で警備を行うこと。（機械警備システムの管理）なお、閉館時、休館

日等は警備業務用機械装置等により 24時間体制で警備を行うこと。 

キ 駐車場管理業務 

指定管理者は、利用者の利便を損ねることのないよう駐車場を管理すること。 

①駐車場の混雑の緩和 

指定管理者は、駐車場が混雑した場合、又は混雑が予想される場合、安全のために適切な

措置を行うこと。 

②駐車場内の事故等の防止 

指定管理者は、駐車場内の事故、車両の盗難、車上荒らし等の発生を未然に防止できるよ

う配慮すること。また、これらの事件が発生した場合は被害者に対して警察への届出を促す

など適切な対応を行い、本市へ報告すること。 

③駐車場の除雪 

指定管理者は、利用者が安全に駐車場を利用できるように、積雪時には除雪等の適切な駐

車場管理を実施すること。 

④不当な駐車車両の禁止 

指定管理者は、本施設利用者以外が合理的な理由なく駐車場を使用している場合は、ただ

ちに立ち退かせること。 

⑤その他 

指定管理者は、本施設駐車場を時間貸し、月極駐車場等として利用してはならない。指定

管理期間中に本施設駐車場が条例改正等により有料化される場合は、適切に対応・対処する
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ものとする。 

 

（３) 安全管理業務 

 指定管理者は、関係法令等を遵守し、利用者及び施設の安全管理に努めること。 

 

ア 防災・危機管理等の対応 

・施設を管理するにあたり、防火管理者を選任すること。 

・予見される様々な危機に備え、緊急連絡網や危機管理マニュアル等を作成するとともに、避難

誘導・情報連絡・緊急活動等の役割分担・体制を明確にして職員に周知し、定期的に訓練を実

施すること。 

・本施設において、災害が発生した場合は、関係法令や新潟市地域防災計画等に基づき、利用者

及び近隣住民の安全確保を最優先とし、被害、損害を最小限に抑えるための措置を講ずるとと

もに、速やかに本市をはじめ関係機関へ報告すること。 

・災害発生時には、避難所やボランティア活動拠点、物資集配拠点等として極めて重要な役割を

担うことが想定されるため、開設準備等の初動対応も含め対応に協力すること。なお、避難所

等の開設に伴う費用負担は、「指定管理施設の災害時利用指針（平成 26年 4月危機対策課策定）」

に基づき別途協議する。また、施設の利用許可を行う場合も、災害時には施設を市の災害応急・

復旧対応に利用することを優先させることもあるため、「指定管理施設の災害時利用指針」に

基づくこと。 

イ 指定避難所・指定緊急避難所に関する業務 

新潟市地域防災計画において災害対策基本法の規定に基づき、味方体育館は、「指定避難所・

指定緊急避難所」として、月潟野球場は「一時避難場所」として定められているため、指定管理

者は次の業務を行うものとする。 

・所在する区で震度 6 弱以上の地震を観測した場合、若しくは区本部長から指定避難所の開設の

指示を受けた場合は、避難者が指定避難所としてあらかじめ定められたスペース等安全な場所

に避難できるよう施設を開放する。 

・所在する区で震度 5 弱・5 強の地震が発生した場合は、避難者の有無を確認し、避難希望者が

いた場合には指定緊急避難場所として安全な場所で受け入れるとともに、区本部に報告する。 

・洪水に対する指定緊急避難場所としての避難受け入れは、一部の施設で不可であるため、洪水

の危険が去るまでの間に避難者があった場合は、最寄りの指定緊急避難場所を案内する。ただ

し、従事者の避難を妨げるものではない。 

・指定避難所開設後は、安全な場所において避難者を受入れるとともに、区本部長に報告する。 

・「新潟市避難所運営マニュアル」に基づき、区本部の指示の下で、避難所の運営を支援する。 

・その他、市が特に必要と認めた事項の遂行に協力する。 

※ 指定避難所…被災者が一定期間滞在して避難生活をするための場所 

指定緊急避難場所…災害の危険が切迫した場合における緊急の避難場所 

ウ 急病等への対応 

・指定管理者は、本施設の利用者等の急な病気やけがについて適切な対応をするとともに、軽易

なけが等に応急処置ができるような薬品、資材等の用意をすること。 

・自動対外式除細動器（以下、「ＡＥＤ」という。）を本施設に最低 1 台設置すること。（屋外施

設については近隣の設置施設について案内に努めること）また、緊急時にも対応できるよう全

職員のＡＥＤ講習受講を義務付けるとともに人工呼吸・心臓マッサージ等を行えるよう訓練し

ておくこと。 

エ 遺失物・拾得物の対応 

指定管理者は、本施設敷地内で遺失物・拾得物を発見した場合には、台帳等に記入するなど適

切な処理を行うこと。また、必要に応じ警察署へ届け出ること。なお、本市がこれらについて指

針等を示す場合は、それに従い対応すること。 

オ 事件･事故への対応 

    本施設内で事件・事故が発生した場合には、適切な初期対応を行い、速やかに本市をはじめ関

係機関へ報告すること。また、事故状況等についてまとめた報告書を本市に提出すること。 

 

（４）自主事業の企画及び実施 

指定管理者は、指定管理業務の範囲外で指定管理者の責任及び費用負担で本施設を活用し、本市の

承諾を得て自主事業を実施することができる。なお、自主事業の内容に変更が生じた場合も同様に本
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市の承諾を得ること。自主事業に係る収支は指定管理者に帰属するため、指定管理業務とは会計を分

けて管理し、実施状況及び収支結果を本市へ報告すること。 

なお、施設の使用にあたっては、指定管理者による「新潟市体育施設条例」、「新潟市財産条例」に

基づく使用許可の手続きを必要とする。 

 

ア スポーツ教室等の企画及び実施 

①一般の施設利用者への不利益が生じない範囲（曜日、時間帯等）において実施すること。 

②ホームページやパンフレットを作成する等、募集方法、受付等を適切な方法で行い、市民に広

く周知すること。 

③施設が公の施設であるということを踏まえて教室を企画すること。 

④市民・時代のニーズを捉え、地域性を考慮し、幅広い層を対象とした教室の内容等を企画する

こと。 

⑤教室参加をきっかけに施設利用者の増加に繋がるよう企画運営すること。 

⑥安全に配慮して実施すること。 

⑦指定管理者が行う定期的な自主事業は、平日（土曜含む）に限る。平日以外の自主事業につい

ては、本市と協議の上決定するものとする。 

⑧事前に事業計画を提出し、本市の承諾を得ること。 

⑨教室等の事業終了後に事業報告（内容・収支等の報告）を行うこと。 

⑩内容等に変更が生じた場合は、本市の承諾を得ること。 

イ 物品の販売について 

   指定管理者は、利用者サービスの向上を目的に、事前に本市の承諾を得て物品等を販売すること

ができる。 

ウ 施設使用料及び教室等の参加費 

①自主事業の実施にかかる全ての費用は、指定管理者が負担すること。 

②指定管理者は、教室等の参加者から参加費を得て、自らの収入とすることができる。参加費を

徴収する場合は、本市と協議し適正な金額を設定すること。 

③指定管理者は、自主事業の実施にかかる本施設の使用料を、本市へ納入すること。 

④指定管理者は教室等実施に関して、企画、調整、指導、講師・必要機材の手配、利用者の募集・

登録事務、会場の設営、実施当日運営、後片付け等、実施にかかる一切の業務を行うものとする。 

エ 自動販売機の設置について  

   自動販売機（酒類・タバコを除く。）の設置については、利益の一部を本施設の運営に充て、指

定管理料を削減する提案を行う場合に限り、自主事業として設置することができる。 

その場合、新潟市財産条例により、行政財産使用許可を本市に求め、使用料を本市へ納入するこ

と。 

提案がない場合は本市が直接貸付制度により設置する。その場合、自動販売機の故障時等におけ

る利用者の窓口対応や、市及び設置業者への取り次ぎ業務等、自動販売機の管理にかかる業務に、

市の指示等に基づき指定管理者は協力するものとする。 

  オ その他 

   自主事業の実施にあたり、利益の一部を指定管理会計へ充当する提案を行う場合、指定管理会計

への充当額については、様式１０の収支計画書において具体額を示すこと。なお、この充当額につ

いては、提案額をもとに、過去の売上実績等を踏まえて本市と指定管理者で協議して決定する。ま

た、見込みと比較し売上増がある場合は、本市と指定管理者で協議のうえ、充当額を変更すること

ができる。 

   売店、自動販売機等の設置を指定管理者の自主事業として実施するにあたり、土地または建物を

占有する場合は、「新潟市財産条例」等に基づく使用許可を得るとともに、使用料と光熱水費を指

定管理者が負担すること。なお、貸付制度により指定管理者以外の者が自動販売機を設置する場合

の光熱水費は指定管理料に算入しているため、自動販売機の設置業者に本市が請求し、本市が徴収

する。下記に記載している自動販売機以外は指定管理料に算入していないため、指定管理者が自動

販売機の設置者から徴収する。 

   また、自動販売機を設置する場合で、当市よりスポーツ振興基金への寄付金付自動販売機の設置

の依頼があった場合は、設置に協力すること 

 

  【参考】 

  ・新潟市味方体育館 1 階 1 台（福祉団体が設置） 
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  ・新潟市味方野球場 1 台（福祉団体が設置） 

  ・新潟市味方Ｂ＆Ｇ海洋センター １台 

  ・新潟市月潟野球場 1 台（福祉団体が設置） 

 

＊自動販売機を設置する場合は、電力使用量を把握するため、原則として専用子メーターを設置す

ること。 

＊自動販売機を設置する場合は、設置場所を本市と協議し、転倒防止策を施すこと。 

＊本市の施策により福祉団体等の自動販売機を設置する場合があるため、その管理等について、本

市に協力すること。 

 

（５）各種業務マニュアル作成・提出 

指定管理者は、指定管理業務全般にわたり、各種個別業務ごとに指定管理者が作成する業務マニュ

アルを保持し、個々の事例に対して適切に処理できるよう職員に周知徹底を行うこと。 

また、各種業務マニュアルの内容については本市の条例、規則や各種行政計画から逸脱しないこと。

なお、指定管理者は、各種の業務マニュアルを本市に提出すること。 

 

（６）連絡調整業務 

指定管理者は、本市から要請があった場合に会議に出席し、必要に応じ会議録を作成し提出するこ

と。 

 

（７）指定管理業務の引継ぎ 

ア 業務の引継ぎ 

①指定管理者は、指定期間開始までに現指定管理者から円滑かつ支障なく業務が遂行できるよう、

引継ぎを受けること。 

②指定管理者は、指定期間の満了日までに、次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行でき

るよう、引継ぎに必要な事項（管理運営に必要な各種書類、各種データ、懸案事項等を含む）を

記載した業務引継書を作成し次期指定管理者へ円滑かつ支障なく引き継ぐこと。 

③引継ぎに際しては、本市が立ち会い、新旧指定管理者において引継ぎの完了を確認する書類を

取り交わすこと。 

イ 指定期間終了の引継ぎ時における施設の状態について 

指定管理者は、本施設の指定管理業務の終了時に、継続して使用することに支障のない状態で

次の指定管理者へ引き継ぐこと。また、指定管理者が本市の承諾を得て機能向上を行った施設・

設備については、引継ぎの際に原状復旧すべきか本市と協議すること。  

 

（８）その他庶務業務   

ア 各種帳票、書類等の保管業務 

指定管理者は、本施設の業務に関連する各種帳票、書類等を「新潟市文書規程」等に従い管理、

保管しなければならない。また、指定期間終了後も保管が必要なものについては、次の指定管理

者へ引き継ぐこと。なお、業務に関連する各種帳票、書類等を廃棄する場合は本市の承諾を得る

こと。 

イ 各種手続きに関する業務 

指定管理者は、本施設の指定管理業務にあたり、関係官公署等へ申請・届出などの各種手続き

が必要な場合は、指定管理者自らが手続きを行うこと。 

 

（９）その他留意事項 

指定管理者は、本施設の指定管理業務にあたり、関係官公署の指導等に従うこと。 

上記指導等により改善・変更を要すると認められた事項については、本市と協議のうえ対応するこ

と。 

 

６ 指定管理業務の再委託 
指定管理者は、本施設の管理運営に係る業務を一括して第三者に委託することはできない。再委託が

可能な業務は、防火設備、ボイラー設備、エレベーターの保守点検など、特殊な技術や資格を要する業

務又は、清掃、警備等の単純な作業や、一時的に発生する業務等とする。また、再委託をする場合は、

事前に本市へ「再委託に関する承認申請書」を提出し、「再委託承認書」により承認を受けること。 
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なお、指定管理者が施設管理の業務を個別に再委託する場合は、受託者に対して以下の点に留意する

こと。 

・業務を行う者には、名札を着用させること。 

・業務に関する日報、点検書、報告書等を速やかに提出させること。 

・業務の実施にあたり、受託者の責で施設設備その他に対して損害を与えた時は、その賠償の責任を

負わなければならないこと。 

・施設内での火災や地震等の緊急事態が発生した時の対応について、十分に周知させること。 

・業務上知り得た秘密は漏らしてはならないこと。その職を退き、又はこの業務契約が消滅後も同様

とすること。 

・労働集約的業務（清掃や人的警備など、人による労働が中心となる業務）を第三者に委託等する場

合は、指定管理者が委託等する第三者から従事者配置計画や賃金支払予定額を提出してもらい、再

委託先においても労働や雇用条件が適切なものとなるよう確認すること。 

 

７ 文書管理、守秘義務、個人情報保護の取り扱い、情報公開請求への対応 
・指定管理者は、公の施設を管理・運営する立場として、新潟市公文書管理条例（令和3年新潟市条

例第3号）の趣旨にのっとり、指定管理施設に関する文書を適正に管理するよう努めること。 

・管理運営業務に従事する者もしくは従事していた者は、業務上知り得た個人情報をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間終了後もしくは指定管理者の取消後又は

その職を退いた後も同様とする。 

・指定管理者は、個人情報の収集及び使用については、適正に管理し、漏えい、滅失及びき損等がな

いよう必要な措置を講じなければならない。 

・指定管理者が指定管理に関し保有する個人情報の開示請求は市で受け付けることとし、指定管理者

は市への開示に協力するものとする。 

・指定管理者に対し、指定管理者が管理する指定管理施設に関するものの情報公開請求があった場合

は、その情報について公開に努めなければならない。また、市が保有しない文書で、指定管理者が

保有し管理する指定管理施設に関する文書について情報公開請求があった場合は、市の求めに応じ

て公開に努めることとする。 

 

８ 施設管理に関する遵守すべき関係法令及び条例等 
本施設の管理・運営にあたって、関係法令を遵守すること。下記に主な法令等を掲げる。 

・労働基準法 

・労働関係調整法 

・労働安全衛生法 

・最低賃金法 

・個人情報の保護に関する法律 

・新潟市体育施設条例 

・新潟市情報公開条例 

・新潟市における法令遵守の推進等に関する条例 

・新潟市暴力団排除条例 

・新潟市財産条例 

・新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例 

・新潟市プール条例 

 

９ 収入・支出に係る事項 
指定管理者は、本市が支払う本施設の管理運営事業（指定管理業務）に要する経費のほか、指定管理

者自らが企画・実施する事業（自主事業）の収入を自らの収入にすることができる。 

 

（１）指定管理業務会計の収入として見込まれるもの 

ア 指定管理料 

①指定管理料（提案分） 

    指定期間全体の指定管理料（工事費を除く）の上限額は、276,000 千円（税込）とする。  

 

②工事費に係る指定管理料 

工事費とは 1 件につき 5万円（税込）以上の施設・設備等における劣化、破損、故障等により
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損なわれた機能を回復させるもののほか、土地・工作物等の造成又は製造及び改造、工作物等の

移転及び除去工事等に要する経費をいう。 

本市と指定管理者で年度ごとに工事の計画及び予算を協議し、それを基に本市は1件につき250

万円（税込）未満の工事費に限定した指定管理料を予算額（預かり金）として支払う。指定管理

者は定期的に実施状況や今後の見込み等を報告し、会計年度末（翌年 3月 31 日）に精算を行う。

この際予算額に対して不用額がある場合は、本市に返納すること。 

イ 指定管理者の自主事業実施に伴う収入 

ウ 指定管理者独自の申請による補助金・助成金・その他外部資金 

（※イ、ウは必須ではなく、指定管理料の削減のために充当する場合に計上） 

 

（２）指定管理料（提案分）に含むもの 

ア 人件費（退職給与引当金含む） 

イ 管理費（光熱水費、保守管理費、5万円未満の修繕費等） 

ウ 事務費（消耗品費、印刷製本費、通信費等） 

 

（３）指定管理料の支払い 

会計年度（4 月 1 日から翌年 3月 31 日まで）ごとに支払う。各年度の指定管理料の額は、予算の範

囲内で協議し決定する。なお、支払い時期や方法は、協定で定める。 

 

10 消耗品、備品、修繕、工事、リスク分担 
（１）消耗品・備品の定義 

１件につき３万円（税込）未満のものを消耗品とし、それ以上は備品とする。 

 

（２）備品等の管理（別紙４「管理物品一覧」参照） 

備品は備品台帳により数量管理を行うこと。購入及び破棄等、異動が生じた場合には、本市に報告

すること。貸出用備品は常に良好な状態に保つよう点検を行うこと。 

その他、施設の管理運営に必要な物品（消耗品）についても、一覧表を作成するなどして適切な管

理を行うこと。 

 

（３）備品の購入又は調達 

備品が経年劣化、破損及び不具合等により業務実施の用に供することができなくなった場合は、指

定管理者が購入又は調達するものとする。ただし、10 万円（税込）以上の高額備品の購入又は調達に

ついては、事前に本市と協議し、費用負担の指示を受けること。 

 

（４）消耗品の購入又は調達 

指定管理者は、施設運営に支障をきたさないよう、必要な消耗品を適宜購入又は調達するものとす

る。 

 

（５）備品等の扱い 

備品は、指定管理期間の終了に際し、本市又は次期指定管理者に引き継がなければならない。 

消耗品については、原則、指定管理者が自己の責任で撤去・撤収するものとする。ただし、本市と

指定管理者の協議において両者が合意した場合、本市または次期指定管理者に引き継ぐことができる

ものとする。 

 

（６）施設の修繕及び工事 

施設の修繕については、1 件につき 5 万円（税込）未満は修繕料とし、費用負担は指定管理者とす

る。1 件につき 5 万円（税込）以上は工事費とし、1 件につき 250 万円（税込）未満の工事費の費用

負担は指定管理者とする（指定管理料（工事費分）の範囲内）。1 件につき 250 万円（税込）以上の工

事費の費用負担は本市とする。また、修繕及び工事を行う場合は、本市に報告すること。 

区分 経費名 費用の負担 費用の出処 

1 件につき 5 万円未満 修繕料 指定管理者 
指定管理料（提案分） 

に含む 
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1 件につき 5 万円以上 

250 万円未満 
工事費 

指定管理者 

又は 

本市 

指定管理料（工事費分） 

又は 

本市が直接執行 

1 件につき 250 万円以上 工事費 本市 
本市が直接執行 

（予算に応じて対応） 

 

（７）リスク負担 

協定の締結にあたり、施設の管理運営上の事故・天災・物価上昇等の経済状況の変化など、事前に

予測できない事態が発生し、管理運営の経費や収入が影響を受ける場合があるため、リスクに対する

負担者を協議し、リスク分担表を作成する。なお、想定されるリスクは、別紙３「管理運営上のリス

ク分担表」のとおりとし、リスク分担表に記載されたリスク以外の負担については、その都度、協議

を行い決定する。 

 

11 業務等の計画及びモニタリング 

（１）業務等の計画書及び収支予算書 

指定管理者は、次年度の本施設の指定管理業務の実施に際し、事前に実施体制（人員配置含む）、

実施内容、実施スケジュール等、協議の必要な事項を記載した指定管理業務計画書及び収支予算書を

本市が指定する期日までに提出し、本市の承諾を得ること。また、自主事業に関する事業計画書、収

支予算書についても併せて提出し、本市の承諾を得ること。 

指定管理業務計画書及び自主事業計画書の記載内容にやむを得ず変更等が生じる場合は、指定管理

者は、事前に当該変更等の内容を記載した文書を本市に提出し承諾を得ること。 

 

（２）業務等の報告書（別紙５「業務等の報告書」参照） 

ア 指定管理者は、本施設の指定管理業務及び自主事業の実施状況、収支実績、施設の利用状況（利

用者数・利用件数・障がい者利用状況等含む）等、指定管理業務及び自主事業に関しての日報、

月報及び年度報告書を作成すること。 

年度報告書と月報は本市が指定する期日までに提出し、本市の確認を受けるものとし、（必要

に応じて）その詳細について説明をすること。日報については指定管理者が保管し、本市の要請

に応じて提出すること。 

また、本市が指定管理者に対し指定管理業務にかかる説明及び資料提供を要求した場合は、速

やかに対応すること。 

 

（３）施設の管理運営に関する利用者意見などの把握とその意見に基づく施設改善・協力 

指定管理者は、本施設で提供するサービスの評価や利用者等の意見、要望、苦情等を把握するため、

意見箱、アンケート、インタビュー（対面会話による意見聞き取り）を組み合わせて施設利用者の意

見、要望、苦情等を聴取し、その結果及び業務改善への反映状況については利用者への周知を図ると

ともに本市に報告し、本市と協力して管理施設のサービス向上に取り組むこと。 

また、指定管理者は、利用者をはじめ競技団体や地域の団体などとの交流会等を設置し、施設の管

理・運営についての意見を調査・集約することができるものとする。調査を行った際は、調査結果を

施設運営に反映させるための方策等について本市に積極的に提案するよう努めること。 

さらに、本市が利用者に対して行うアンケート調査等を実施する場合は、全面的に協力すること。 

 

（４）公の施設目標管理型評価  

 ア 評価体制と時期 

   本市は、地方自治法第 244 条の 2に基づき、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期す

るため、指定管理者に対して、当該管理業務又は経理の状況に関して 11（2）による報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

指定管理者は、定期的に下記「達成すべき要求水準」を測定し、達成度を把握できるようにする

こと。水準値を達成できない場合、指定管理者は、改善を図るための提案を行い、本市の承認を得

て実施すること。 

本市は、下記「達成すべき要求水準」に基づき、定期的なモニタリング及び毎年度末に評価を実

施するとともに、その結果を指定管理者に通知し、本市ホームページ等で公表するものとする。指
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定管理者は、通知された結果を施設内に掲示するなど周知に努めること。 

 イ 達成すべき要求水準 

   別紙６「公の施設目標管理型評価書」のとおりとする。 

 

（５）実績評価の次期選定への反映 

  今回指定管理者に選定されたものが次回指定管理者の選定に再度申請した場合に、指定期間（令

和 6 年度から令和 10 年度）における管理運営の実績に応じて加減点を行う。その際、毎年の年度評

価をもとに最終年度に指定期間を通した総合実績評価を行い、４段階の評価に応じて下表の下限率

を、配点の合計点に乗じることにより加点又は減点する点数を算出する。 

 

評価 加減率 100点満点の場合 150点満点の場合 

Ｓ 5％ 5.0点加点 7.5点加点 

Ａ 3％ 3.0点加点 4.5点加点 

Ｂ ±0％ 加点なし 加点なし 

Ｃ △2％ 2.0点減点 3.0点減点 

 

 

（６）自己評価の実施 

指定管理者は、協定書及び業務仕様書に定められた業務ついて、日報や月報に記録するなど、施設

管理業務や自主事業の実施状況、施設の利用状況、苦情や要望の件数、収支状況等を把握し、自ら分

析・評価を行う。自己評価の実施により、管理運営の見直しや業務の改善を行うこととする。 

 

12 損害賠償責任保険関係 
指定管理者の故意又は過失、瑕疵等が原因で、利用者等に対し損害賠償を行う必要が生じる可能性が

ある。その際、指定管理者の責めに帰すべき事由により損害が生じた場合は、指定管理者に損害賠償義

務が生じることから、指定管理者は、原則として施設利用者等の身体・財物に対する損害賠償責任保険

へ加入すること。 

また、その他指定期間中必要と考えられる保険に加入すること。なお、普通火災保険については本市

が加入する。 

 

13 指定管理者名の表示 
指定管理者が管理運営している本市の施設である旨を明確にするため、「指定管理者名」と設置者と

しての「市の連絡先（所属課名、電話番号など）」を施設に表示し、ホームページや、案内パンフレッ

ト等にも明記して利用者に周知すること。 

 

14 検査及び監査等への協力 
本市が、指定管理者の指定管理業務全般に対する立ち入り検査や指定管理者の経営状況監査等を行う

ときは、指定管理者はそれらに全面的に協力し、要求する資料等を速やかに提出すること。 

 

15 改善指導等 
（１）指導、助言及び改善指導等 

本市は、各種モニタリング結果や年度報告書及び月報に基づき、指定管理者に指導及び助言をする

ものとする。指定管理者は、本市より「改善指導書」により改善の指導を受けた場合は、「改善計画

書」を本市に提出し、改善に取り組まなければならない。改善結果が適正でないと認められた場合は、

本市は「改善指示書」により改善の指示とその期限を通知するものとする。 

 

（２）業務の一時停止、指定の取消 

指定管理者は、本市より 15（1）による改善指示を受けた後も、適正な改善を行わない、又は本市

の指示に従わず、業務の継続が不適切な場合は、業務の全部又は一部停止若しくは指定管理者の取消

しを受けるものとする。 
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別紙１「衛生管理業務及び清掃業務」 

別紙２「施設管理における点検等業務」 

別紙３「管理運営上のリスク分担表」 

別紙４「管理物品一覧」 

別紙５「業務等の報告書」 

別紙６「公の施設目標管理型評価書」 

別添 「味方・月潟地区体育施設」の利用に関する業務について 

 



 

 1

衛生管理業務及び清掃業務 

 

 

  指定管理者は、本施設及び敷地内について、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、施設としての

安全かつ快適な空間を保つために清掃業務を実施すること。清掃ではできる限り利用者の妨げになら

ないように実施することとし、施設内を細部にわたり清掃することにより、破損個所及び破損の恐れ

のある個所を事前に発見するよう努めること。ガラス清掃を含む高所作業等については、労働安全衛

生規則その他の関係法規を遵守し、安全管理の万全を期して所定の業務を行うこと。 

  なお清掃時には適切な洗浄剤・洗浄用具等を用いるとともに、用水、電力の使用については必要最

小限に努めること。 

 

（１）日常清掃 

   指定管理者は以下の表に掲げる項目について日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清

潔な状態に保たれるようにすること。清掃回数等の条件は、指定管理者が利用頻度に応じて適切に

設定すること。 

 

（２）定期清掃 

   指定管理者は、日常清掃では実施しにくい以下の表に掲げる項目について清掃等を確実に行うた

め、必要に応じて定期的に清掃を実施すること。 

 

（３）特別清掃 

   指定管理者は、大会等特に汚れが発生する催しで使用する場合には、特別清掃を実施すること。 

   特別清掃は概ね次のような作業をいう。 

照明器具及び時計の清掃、外壁及び外部建具の清掃、除草、排水溝及びマンホール等の清掃。そ

の他、関係法令に基づき、貯水槽及びその他附属部の清掃・点検。 

 

１ 味方体育館・味方屋内ゲートボール場 

 

１－（１）日常清掃 

場所 作業内容 

A 体育室 

B ステージ 

C 柔道場 

D 事務室 

E 男女更衣室 

F トイレ 

G 玄関 

H エントランス 

I 階段・廊下 

J ２階ギャラリー 

K 屋内・屋外ゲートボール場 

L 駐車場 

 

・屑入処理 

・床面掃き 

・床面拭き 

・巾木、手摺清掃 

・便器清掃 

・衛生消耗品補給 

・吸殻処理 

・ごみ拾い 

・床面清掃 

※体育館の床板清掃については、文部科学省・ス

ポーツ庁通知「体育館の床面の剥離による負傷事

故の防止について(29 施施企第 2 号平成 29 年 5月

29 日)」を参考に行うこと。 

 

 

 

２ 味方 B＆G海洋センタープール 

 

１－（１）日常清掃 

場所 作業内容 

A プール 

B プールサイド 

C 事務室 

D 医務室 

・プール内ごみ拾い 

・プールサイドブラシ清掃 

・屑入処理 

・床面掃き 

資料１－別紙１ 
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E 男女更衣室 

F シャワー室 

G トイレ 

H エントランス・玄関 

 

・床面拭き 

・巾木、手摺清掃 

・便器清掃 

・衛生消耗品補給 

・吸殻処理 

 

 

 

１－（２）開館前清掃 

場所 作業内容 

A プール 

B プールサイド 

C 管理棟床面清掃 

 

・プール内ポリッシャー清掃 

・プールサイドブラシ清掃 

・床面掃き 

・床面拭き 

・床面ワックス仕上げ 

・便器清掃 

 

 

 

３ 味方野球場、味方テニスコート 

  

（１）日常清掃（4月～11 月、適宜） 

場所 作業内容 

A トイレ 

B 駐車場 

 

・便器清掃 

・衛生消耗品補給 

・ごみ拾い 

 

４ 月潟野球場、月潟テニスコート、月潟ゲートボール場 

 

（１）日常清掃（4月～11 月、適宜） 

場所 作業内容 

A トイレ 

B 駐車場 

 

・便器清掃 

・衛生消耗品補給 

・ごみ拾い 

 

 

 

  

 



 

 1

施設管理における点検等業務 

 
  

 １ 味方体育館・味方屋内ゲートボール場 
 

項目 主な内容 備考 
1  清掃業務 ・日常清掃 

・定期清掃 施設が定める日 

2  浄化槽保守点検 
   浄化槽法(第 10，11 条) 

・定期清掃 
・保守点検(1 回以上/年) 
・法定検査(1 回以上/年) 

 

3  消防設備保守点検 
   消防法(第 17 条の 3 の 3) 

・機器点検 
・総合点検 

 

4  自家用工作物保守点検 
   電気事業法(第 42 条) 

・定期点検 
・年次点検 

電気事業法第 38 条

第 1 項に規定する建

築物 
(1)高圧受電をする

（又はしている）建

築物 
(2)低圧受電であっ

ても小出力発電設備

以外の発電設備を有

する建築物等 
14 建築物等点検 
   建築基準法 
   (第 12 条第 2 項) 
 
 

・建築物点検(1 回以上/3 年) 
・建築設備点検(1 回以上/年) 
  防火設備保守点検 
   建築基準法(第 12 条第 4 項) 

 

6  体育館床板管理 
文科省施設課長・スポー

ツ庁参事官通知(「29 施設

企第 2 号」) 

・日常点検(毎日) 
・定期点検(1 回以上/年)  

 

7  ごみ収集業務 ・定期回収、運搬  
8  除雪業務 ・駐車場及び必要箇所  

 ※上記のほか施設管理に必要な点検 
 ※新潟市公共建築物保全ガイドブック等参照 

資料１－別紙２ 
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 ２ 味方野球場・テニスコート 
 

項目 主な内容 備考 
1  芝生養生管理 
  グラウンド整備 

・除草剤散布 
・発芽止め 
・肥料散布 
・殺菌剤散布 
・殺虫剤散布 
・刈り込み 
・サッチング 
・ランナー切り取り 
・不陸調整 

 

2  自家用工作物保守点検 
   電気事業法(第 42 条) 

・定期点検 
・年次点検 

電気事業法第 38 条

第 1 項に規定する建

築物 
(1)高圧受電をする

（又はしている）建

築物 
(2)低圧受電であっ

ても小出力発電設

備以外の発電設備

を有する建築物等 
3  除雪業務 ・駐車場及び必要箇所  

 ※上記のほか施設管理に必要な点検 
 ※新潟市公共建築物保全ガイドブック等参照 
 
 
 
 ３ 味方 B＆G 海洋センタープール 
 

項目 主な内容 備考 
1  清掃業務 ・日常清掃 

・定期清掃 施設が定める日 

2  循環ろ過機保守点検   
3  プール水質検査 
   新潟市プール条例(第 5条) 

・有利残留塩素濃度又は二酸化塩素濃

度検査(3 回以上/日) 
・水素イオン濃度，濁度，過マンガン

酸カリウム消費量，大腸菌及び一般

菌検査(1 回以上/年) 
・総トリハロメタン検査(1 回以上/年) 

開館期間内に限る 

4  上屋シート管理 ・設置 
・撤去 

 

 ※上記のほか施設管理に必要な点検 
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 ４ 月潟野球場・テニスコート 
 

項目 主な内容 備考 
1  芝生養生管理 
  グラウンド整備 

・除草剤散布 
・発芽止め 
・肥料散布 
・刈り込み 
・ランナー切り取り 
・不陸調整 

 

2  自家用工作物保守点検 
   電気事業法(第 42 条) 

・定期点検 
・年次点検 

電気事業法第 38 条

第 1 項に規定する建

築物 
(1)高圧受電をする

（又はしている）建

築物 
(2)低圧受電であっ

ても小出力発電設備

以外の発電設備を有

する建築物等 
3  側溝清掃業務   

 ※上記のほか施設管理に必要な点検 
 
 
 ５ 月潟ゲートボール場 
 

項目 主な内容 備考 
1  浄化槽保守点検 
   浄化槽法(第 10，11 条) 

・定期清掃 
・保守点検(1 回以上/年) 
・法定検査(1 回以上/年) 

 

 ※上記のほか施設管理に必要な点検 
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管理運営上のリスク分担表 

 

種  類 内  容 
リスク分担 

本市 指定管理者 

物価変動 物価変動による経費の増大  ○ 

金利変動 金利の変動による経費の増大  ○ 

税制・法令改正 

施設の管理運営に直接関係する制度改正等による

経費の増大又は減少 
（例：施設の法定点検回数の増） 

○  

上記以外の改正等による経費の増大又は減少 
（例：従業員の最低賃金の引き上げ）  ○ 

その他の制度

改正 

指定管理者制度に直接関係する条例、規則の改正そ

の他の制度変更等による経費の増大又は減少 
○  

上記以外の条例、規則等の改正その他の制度変更等

による経費の増大又は減少 
 ○ 

資金調達 
資金調達ができなくなったことによる管理業務の

中断等 
 ○ 

管理運営 

本市の責め・指示による事業内容の変更等に関する

もの 
○  

上記以外の要因による事業内容の変更等に関する

もの 
 ○ 

自主事業にかかる収入の変動  ○ 

運営時の周辺環境への配慮、住民対策、苦情処理に

関するもの 
 ○ 

本市の発意による施設の大規模修繕（施設の原形を

変ずる改修及び模様替え）や維持補修 
○  

施設・備品等の

損傷 

劣化による施設の損傷（５万円未満）  ○ 

劣化による施設の損傷（５万円以上 250 万円未満） △ 

○ 

指定管理料 

（工事費分） 

劣化による施設の損傷（250 万円以上） ○  

指定管理者の責めによる施設の損傷  ○ 

消耗品の調達  ○ 

劣化による備品の損傷 △ ○ 

指定管理者の責めによる備品の損傷  ○ 

許認可等 

本市が取得すべき許認可等が取得・更新されないこ

とによる事業の中止、延期 
○  

指定管理者が取得すべき許認可等が取得・更新され

ないことによる事業の中止、延期 
 ○ 

資料１－別紙３ 



 

 2

不可抗力 

地震、暴風、豪雨、洪水、火災、暴動等、指定管理

者の責めに帰すことのできない自然現象又は人為

的な行為による業務の変更、中止、休業等による損

失 

○  

管理運営上の

事故等に伴う

損害賠償 

施設管理上の瑕疵による事故又は指定管理者の責

めに帰すべき行為により利用者に損害を与えた場

合 

 ○ 

騒音、振動、悪臭など管理運営上において周辺住民

の生活環境を阻害し損害を与えた場合 
 ○ 

事業終了時の

費用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間途中

における業務を廃止した場合における事業者の撤

収費用、現状回復費用及び引継に要する費用 

 ○ 

○・・・主負担 △・・・従負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



管 理 物 品 一 覧 

  

各施設における主な管理物品は以下のとおり。 

なお、品目に※がつくものは備品登録対象外（消耗品等）。 

 

１ 新潟市味方体育館 

品  目 数量 備考 

長机７０×１８０×９０ １  

長椅子４８×１７５×３７ ４  

更衣ロッカー３８×１７５×８８ １６  

各支柱整理棚 １  

陳列棚１８０×１５０ １  

黒板１８０×１８０ １  

ハロゲンカラーホイル付スポットライト ２  

パナソニック２波用ボックス １  

ナショナル チューナーユニット ２  

ナショナル ワイヤレスマイク ２  

パイオニアＤＶＤプレーヤー １  

ナショナル カセットデッキ １  

ナショナルＳＪ－ＭＤ１５０ミニディスクデッキ １  

ナショナルＮＡ－Ｆ５０Ａ２ １  

格納台車 １２  

運搬台車 ２  

サンラッキーＩＳＯ－ＦＸ ６ 公民館で貸

出・保管 

肋木 １  

マット １  

審判台ＫＡＷＡＩ ＪＳ１０９ ２  

鉄棒 １  

柔道用タイマーＴＯＰ６０Ｂ １  

柔道用投げ込みマット ２  

柔道用タックルマシン折原ＷＧ－７７６ダミー人形型 １  

フットサルゴール １  

防球ネット ２  

別紙４ 



バレーボール支柱 ４  

アルミバレーボール支柱 １  

ジャンボボール赤白 ２  

卓球台 １０  

人工芝管理機 カーツターフキーパーＴＫＢ６００Ｈ １  

行事用テント ７ 公民館で貸

出・保管 

 

２ 新潟市味方Ｂ＆Ｇ海洋センター 

品  目 数量 備考 

会議用テーブル １  

丸テーブル ２  

会議用イス ４  

医薬品庫 １  

棚 エバニューＨＢ－１０５ １  

ＣＤプレーヤー １  

冷蔵庫 ＮＲ－Ｂ１２３Ｊ １  

監視台 エバニューＨＢー１１３ １  

プールフロア リスＭＳ－４９２０ ３８  

排水ポンプ一式 １  

プール用担架 ヒサモトプロテクトボード １  

 

 

 



 1

業 務 等 の 報 告 書 

区  分 提出内容 提出期限 

月例事業報告書 

・利用者集計 
：個人利用・専用利用別の集計及び合計 
：年間累計、対前年度比も記載 

・無料利用者集計 
・体育施設等使用料免除申請一覧 
・使用料集計 

：個人利用・専用利用・付属設備等別の集計及び合計 
：年間累計、対前年度比も記載 

・使用料収納状況 
・施設の管理状況 
・施設利用状況集計（日別） 
・自主事業の実施状況 
・各種収支状況（自主事業含む） 
・資料 

翌月１５日まで 

年間事業報告書 

・利用者集計 
：個人利用・専用利用別の集計及び合計 
：月別集計、過年度比較も記載 

・無料利用者集計 
・体育施設等使用料免除申請一覧 
・使用料集計 

：個人利用・専用利用・付属設備等別の集計及び合計 
 ：月別集計、過年度比較も記載 
・使用料収納状況 
・施設の管理状況（月別） 
・管理業務の実施状況 
・利用状況分析等 
・自主事業集計（内容・収支等） 
・公の施設目標管理型評価書（実績） 
・収支決算書等 
 ：経費執行額一覧・内訳 
 ：支払明細 
 ：使用料一覧 
・資料 

本市が指定する 

年度終了後の期日 

その他本市が指示する事項 必要に応じ指示 

提出先 南区地域総務課 
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施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

(９)本市施策の方向性（南区の健康増進施策の方向性である、健康づくりや運動の習慣化）にあった自主事業の提案・実施に努めること。

南区 南区西白根２６７６番地

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　２，０２５．７８㎡
建築構造　鉄筋コンクリート造２階建
主要施設　事務室，アリーナ，ステージ，卓球場，放送室，更衣室２室，物置，
　　　　　トレーニング場，柔道場
その他　　駐車場１００台

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

味方体育館

令和6年4月1日 令和11年3月31日

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

・年間利用者数　12,000人以上(但し、天候等に考慮し
評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施

本市施策に合致した
サービス提供

・本市施策に合致した自主事業（スポーツ教室等）を年
間10件以上実施
・事業参加者　年間延べ1,000人以上

別紙６



・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間1,300千円以上（但し，免除の状況
を考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

味方ゲートボール場

令和6年4月1日 令和11年3月31日

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

南区 南区西白根２６７５番地１

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　４４７．６４㎡
　　　　　ゲートボール１面（照明付），屋外ゲートボール場
その他　　駐車場は体育館と兼用

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

・年間利用者数2,000人以上（但し，天候等に考慮し評
価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



　

・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間180千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

味方野球場

令和6年4月1日 令和11年3月31日

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

南区 南区七穂２５番地１

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　１４，２２２㎡
　　　　　両翼９０ｍ・センター１２０ｍ１面（照明付）・トイレ
その他　　駐車場５０台

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

・年間利用者数　2,500人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間380千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

味方テニスコート

令和6年4月1日 令和11年3月31日

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

南区 南区七穂３２番地１

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　２，６２８㎡
主要施設　砂入人工芝コート２面（照明付）
その他　　駐車場は野球場と兼用

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

年間利用者数　1,000人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間300千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

施 設 設 置 目 的

南区 南区七穂３２番地７

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　１，０８３．１㎡
　　　　　鉄骨平屋建　２５×１３ｍ・幼児用プール
　　　　　更衣室（２室），事務所
その他　　駐車場は野球場と兼用

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

味方Ｂ＆Ｇ海洋センタープール

令和6年4月1日 令和11年3月31日

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

評価項目 評価指標 実績

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

(９)本市施策の方向性（南区の健康増進施策の方向性である、健康づくりや運動の習慣化）にあった自主事業の提案・実施に努めること。

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

年間利用者数　3,000人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



・使用料収入を年間250千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

市の歳入の増加

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

月潟野球場

令和6年4月1日 令和11年3月31日

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

南区 南区西萱場１１１５番地

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　１２，５３２．３６㎡
　　　　　野球場１面（照明付），トイレ，更衣室，物置
その他　　駐車場２０台

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

・年間利用者数1,900人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間270千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

月潟テニス場

令和6年4月1日 令和11年3月31日

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

南区 南区西萱場１１１５番地

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　１，３８０㎡
　　　　　テニスコート２面（照明付）
その他　　駐車場・トイレ・更衣室・物置は野球場と兼用

施 設 設 置 目 的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

市 民

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応
・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

評価項目 評価指標 実績

年間利用者数　400人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

市の歳入の増加
・使用料収入を年間150千円以上（但し，免除の状況を
考慮して評価する）

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

財 務

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地 区名 住所

根 拠 法 令

設 置 条 例

令和６年度

視 点 評価
※

市 民

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的として、体育施設を設置する。

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

評価コメント
※

評価項目 評価指標 実績

(１)新潟市体育施設条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活
の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(２)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、サービスの向上や平等利用を確保すること。

(３)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(４)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(５)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義務を遵守すること。

(６)効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(７)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(８)指定管理者制度を理解し、実践すること。

広報の充実
・ホームページアクセス数（味方地区・月潟地区管理施
設全体）が年間10,000件以上

基準利用者数の達成

苦情･要望に対する対応

施 設 設 置 目 的

南区 南区西萱場１１０９番地

スポーツ基本法

新潟市体育施設条例

施 設 概 要

敷地面積　２，０２７㎡
　　　　　ゲートボール場２面・トイレ

南区地域総務課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

月潟ゲートボール場

令和6年4月1日 令和11年3月31日

・苦情・要望には７営業日以内に回答
・苦情対応マニュアル整備

年間利用者数　100人以上
(但し、天候に考慮し評価する）

各種サービス別満足度
・利用者アンケートで「満足」が６５％以上（味方地区・月
潟地区屋内施設全体）

地域連携・社会貢献活動 社会貢献活動（地域連携事業）年１回以上実施



財 務

自己管理システム
・事業報告書において、業務の自己点検と業務への反
映についての具体的記載

・省エネ及び環境に配慮した経費削減の取組を実施

安全責任者の配置と安全
確保体制の確立

・危機管理マニュアルの職員周知
・防災訓練年１回以上実施

管理運営経費削減への
取り組み

業 務

事業計画・事業報告の
適切さ

・事業報告が分かりやすく、かつ正確である
・事業報告の締切厳守

事件・事故発生時の対応の
適切さ

・利用者の安全確保のための対応が整理されているか
（避難の誘導や蘇生対応等）
・警察や消防への連絡体制が整備されているか
・市の主管課への連絡体制が整備されているか
・事件・事故対応訓練や講習を年1回以上実施

関係法令の遵守
・個人情報保護，情報公開及びコンプライアンスに関す
る研修１回以上

事故防止の取組 ・補償を伴う事故発生件数0件

業務基準書等に定める
事項の遵守

・その他業務仕様書等に定める事項の遵守

人 材

配置人員のスキルの習得
度

・職員研修を年１回以上実施

労働基準の充足 ・労働関係法令の遵守

指 定 管 理 者 記 載 欄 （ ア ピ ー ル し た い 事 項 ・ 未 達 成 項 目 へ の 改 善 策 等 ）

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている

Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメント」欄に明記してください。

（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）



 

  

別紙７  

Ｂ＆Ｇ財団（公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団） 

関連業務一覧 

 
1 Ｂ＆Ｇ海洋性レクリエーション指導員の配置  

(1) センター・インストラクターを 1 名以上配置（必須）  

Ｂ＆Ｇ財団が行うインストラクター養成研修に参加し上記資格を取得した者，もしくは指定期間

初年度に取得する者を配置。  

※参考2023年度研修内容  

センター・インストラクター養成研修 ※6月または9月のどちらかに参加 

（6月研修） 

期間：令和5年6月4日（日）～7月6日（木）  計33日間  

場所：沖縄県（会場：マリンピアザオキナワ） 

費用：交通費・宿泊費実費負担（宿泊場所指定） 

（9月研修） 

期間：令和5年8月30日（水）～10月1日（日） 計33日間  

場所：鹿児島県（会場：サンセットリゾート徳之島） 

費用：交通費・宿泊費実費負担（宿泊場所指定） 

 (2) インストラクター又はリーダーを 2 名以上配置することが望ましい。  
 
2 再訓練等への派遣  
Ｂ＆Ｇ海洋性レクリエーション指導員をＢ＆Ｇ財団の行う各種指導員の再訓練及び研修会等に派

遣すること。  

 

3 利用状況及び関連資料等の提出  
Ｂ＆Ｇ財団地域海洋センター・海洋クラブネットワークシステム「Ｂ＆Ｇコンパス」にて利用状

況を月毎にＢ＆Ｇ財団に報告し，かつＢ＆Ｇ財団から味方Ｂ＆Ｇ海洋センタープールに関連した

調査，参考資料等の提出の依頼があった時は，これに協力すること。  

 

4 Ｂ＆Ｇ財団各種事業への協力  
Ｂ＆Ｇ財団が行う海洋性スポーツ大会等に参加し，協力すること。 

 

5 Ｂ＆Ｇ財団関係会議等参加(予定) 並びに必要な事務 
（1） 主な参加会議  

① 北陸ブロックＢ＆Ｇ地域海洋センター連絡協議会総会及び関連事業  

② 新潟県Ｂ＆Ｇ地域海洋センター連絡協議会が召集する会議及び関連事業 

（2） Ｂ＆Ｇ指導員研修会 
 



新潟市味方・月潟地区体育施設の利用に関する業務について 

 

新潟市味方・月潟地区体育施設（以下、「本施設」という。）の利用に関しては、下表のとおりそれ

ぞれの適用条例、公共施設予約システムの活用の有無を示す。 

施 設 名 適用条例 公共施設予約システム 

味方体育館 新潟市体育施設条例 ○ 

味方ゲートボール場 新潟市体育施設条例 × 

味方野球場 新潟市体育施設条例 ○ 

味方テニスコート 新潟市体育施設条例 ○ 

味方B＆G海洋センタープール 新潟市体育施設条例 × 

月潟野球場 新潟市体育施設条例 ○ 

月潟テニス場 新潟市体育施設条例 ○ 

月潟ゲートボール場 新潟市体育施設条例 × 

また、上記条例に付随・関連して下記のとおり規則があるので、それに基づき業務を行うこと。 

 

・新潟市体育施設条例施行規則 

・新潟市体育施設及び都市公園体育施設使用料徴収規則（以下、「徴収規則」という。） 

・新潟市公共施設予約システムの利用に関する規則 

以下において上記条例・規則を総称して、「条例等」と記載する。 

 

１ 施設等利用許可業務（指定管理業務） 
（１）利用の許可 

指定管理者は、条例等に従い施設の利用予約を受け付け、利用の許可又は不許可を行うこと。なお、

予約時に利用種目（目的）について正確に確認を行い、本施設の設置目的に合致した適切な利用を行

うよう促すこと。正当な理由がある場合は指定管理者の判断により、利用の中止等の行為の制限をす

ることができる。ただし、制限に当たっては、不当な差別的取扱いをしてはならない。また、本施設

の利用に際して、「行政財産使用許可申請」が必要な場合は、管理上支障のないことを確認し、新潟市

（以下、「本市」という。）へ申請させること。 

ア 優先して利用を確保する事業 

本市が主催する事業については最優先とする。その場合、指定管理者は積極的に本市事業に協

力しなければならない。また、各種競技団体、新潟市体育協会、新潟市南区体育協会、地方公共

団体等の公益的事業や大会、競技団体強化事業で、その趣旨が新潟市民のスポーツ振興に資する

活動であることが優先利用の原則となる。 

イ 大会等の年間利用調整業務  

指定管理者は、次年度開催の大会等について利用調整を行い、利用希望の取りまとめや割り振

り、周知等の関係事務を行うこと。調整方法については本市の指示に従うとともに、南区内の体

育施設を管理する他の指定管理者と連携を図り、調整を行うものとする。区内の体育施設で行わ

れる大会を調整後、本市が行う区を横断した利用調整に協力し、次年度の大会等の運営に支障を

きたさないよう連携を図ること。 

別添 



ウ 予約等対応業務（アの大会等を除く） 

①指定管理者は、利用者が予約しやすいよう配慮するとともに、一定の団体や個人等に偏ること

なく利用を希望する市民が平等に利用できるよう努めること。 

②指定管理者は、予約状況について正確に把握しトラブル等発生しないよう留意すること。 

③指定管理者は、新潟市公共施設予約システム（以下、「予約システム」という。）を用いて、適

切な処理を実施すること。 

エ 利用許可申請書 

予約システム以外（大会の予約、電話、窓口による予約等）による利用許可申請については、

条例等により利用者から利用許可申請書を提出してもらうこと。 

オ 許可書等の交付 

予約システム以外（大会の予約、電話、窓口による予約等）により利用許可申請があったもの

に許可する場合は、条例等により利用者へ許可書を交付すること。 

※予約システムの大まかな流れと行動者 

事項 利用者 システム 指定管理者 

３ヶ月前予約申込 ○   

３ヶ月前予約抽選  ○  

３ヶ月前予約抽選内容確認   ○ 

３ヶ月前予約確定 ○   

２ヶ月前予約申込 ○   

２ヶ月前予約抽選  ○  

２ヶ月前予約抽選内容確認   ○ 

２ヶ月前予約確定 ○   

１ヶ月前予約申込（随時） ○   

１ヶ月前予約内容確認（随時）   ○ 

カ 予約の取り消し業務 

指定管理者は、条例等により予約の取り消し及びそれに関連する業務を行うこと。 

キ 附属設備等貸出業務 

指定管理者は、施設利用者の便宜を図るため、附属設備等を必要に応じて貸し出すこと。ただ

し、指定管理者が自ら調達して本市の条例等で定めるもの以外を有料で貸し出す場合は、事前に

本市の承諾を得ること。 

ク 施設利用に伴う設営物の確認 

指定管理者は、本施設の利用に際して、行政財産使用等の設置物、設営物がある場合は、事前

の申請のとおり適切に設営されているか、また利用後には撤去され原状回復されているか確認を

行うこと。 

コ 利用時間帯等の区分 

原則１コマ２時間単位とする。 

指定管理者は、本施設利用者に対して、利用終了時間５分前には後片付けを行い、次の利用者

と速やかに入れ替わるよう指導すること。 

 



 （２）施設等の利用の許可の制限に関する事項 
ア 指定管理者は、条例等の利用の許可の制限に該当すると認めるとき、又は管理運営上やむを得

ない理由があるときは、利用の許可をしないものとする。 

イ 指定管理者は、暴力団等の利益となると認めるときはその利用について排除することを利用者

に周知すること。また、本市の指示に従って、利用申請者から誓約書を徴収し、所管課へ報告す

るものとする。 

 

（３）監督処分に関する事項 
指定管理者は、条例等により該当する者に対して、許可を取り消し、本施設からの退去を命じるこ

とができる。 
 

２ 使用料の納付期日の決定及び免除に関する業務（指定管理業務） 
（１）使用料の納付期日に関する事項 

ア 条例等の規定により、使用料の徴収は原則利用の許可と同時に行う。 

イ 条例等の規定により、特別の理由があると認める場合、指定管理者は、使用料の納付期日を別

に定めることできる。その場合、納付期日の決定を受けようとする者から「徴収規則」に定める

別記様式第１号「体育施設等納付期日決定申請書」を受付し、特別の理由があると認めるときは、

「体育施設等納付期日決定通知書」により申請者に通知すること。 

 

（２）使用料の免除に関する事項 

ア 指定管理者は、条例等の規定により使用料を免除することができる。 

イ 免除の手続きにおいては、徴収規則により行うこと。 

ウ 免除に関する申請について、徴収規則に明記されていない場合や疑義のある場合は本市の承認

を得て対応すること。 

 

３ 使用料の徴収（委託業務） 
本市は、徴収規則に基づき本施設の使用料の徴収事務を指定管理者に委託する。指定管理者は徴収

事務を行うにあたり、市が予め交付する徴収事務委託証を使用料納入者が見やすい場所に掲示するこ

と。なお、公金の管理は厳重に注意し取扱うこと。 

（１）使用料徴収事務の内容 

使用料は本市の収入とし、徴収は徴収規則に基づき行うこと。 

指定管理者は、本施設の使用料を利用者から徴収し、翌日までに会計管理者または指定金融機関、

指定代理金融機関、もしくは収納代理金融機関に払い込みすること。ただし、翌日が金融機関の営業

日以外にあたる場合は、その次の金融機関営業日までに納付すること。使用料徴収にともなう納入通

知業務、本市の会計事務作業に従った会計処理業務、金融機関への払込み等関係する業務を行うこと。 

また、使用料の還付が必要な場合は、本市から申請者の指定口座へ直接振込みを行うため、「徴収規

則」に定める別記様式第３号「体育施設等使用料還付申請書」を受け付け、内容を確認の上、本市へ

提出すること。 

 



（２）使用料等のデータ管理 
使用料の徴収及び利用者についてデータを把握し、帳簿等に整理し管理を行うこと。 

 

（３）その他 

指定管理者は、つり銭を準備すること。 



評価基準 配点 評価対象等

○施設の平等利用の確保

経営理念・経営方針
・経営理念・経営方針が、公の施設の管理運営にふさわしい内容である
か。

5
事業計画書「経営理念・経営
方針」、団体の概要

施設の管理運営方法

・施設の管理運営が適正かつ的確に行われ、利用者の平等利用が確保
される提案となっているか。
・様々な利用者に対応した運営方法が提案されているか。
・新潟市の施策を理解し、施設機能を十分に活用した運営となっている
か。

5
事業計画書「施設の管理運
営方法」

○施設の効用を最大限に発揮し，管理経費の縮減が図られる

利用者サービスへの取組
・誰もが利用しやすい施設となるよう、利用者サービスに関する取組が
具体的に提案されており、実現可能と見込めるか。

10
事業計画書「利用者サービ
スへの取組」

利用者数及び稼働率アッ
プへの取組と実現性

・施設の利用者数及び稼働率アップに対する取組が具体的に提案され
ており、実現可能と見込めるか。

10
事業計画書「利用者数及び
稼働率アップへの取組」

要望や苦情の把握・対応
・施設に対する要望や苦情の聴取方法が具体的に提案されているか。
また対応は適切に行われるか。

10
事業計画書「要望や苦情の
把握・対応」

管理経費の適正把握・環
境保護への取組

・管理費削減の取組が具体的に提案されており、実現可能と見込める
か。提示された指定管理料の範囲内において管理運営にかかる経費が
適切に見込まれており、収支計画が適正であるか。
・環境保護への取組が具体的に記載されているか。

10
事業計画書「管理経費削減・
環境保護への取組」、収支計
画書

自主事業の提案内容

・スポーツ教室，その他自主事業について利用者ニーズに沿った提案が
なされているか。また，本市施策の方向性に沿った提案がなされている
か。（南区の健康増進施策の方向性である，健康づくりや運動の習慣化
にあった取組みが具体的に提案されているか。）
・指定管理料削減のため、自主事業収入からの充当分について実現可
能な提案がされているか。

10
事業計画書「自主事業の提
案」、収支計画書

区内スポーツ施設の連携
・区内スポーツ施設の相互連携に関する取組について具体的な提案が
されているか。

5
事業計画書「区内スポーツ
施設の連携」

○事業計画に沿った管理を安定して行う能力

従事者の雇用・労働条
件・人員配置

・施設の管理運営に必要な人材・人数が適正に見込まれ、労働関係法
令等に抵触することのない雇用・労働条件となっているか。
・スポーツ施設として多様化するニーズに対応できる組織体制の構築と
専門性の高い人材が確保されているか。
・男女がともに働きやすい職場環境づくりや女性の登用などワークライフ
バランス等の推進に取り組んでいるか。

10
事業計画書「従事者の雇用・
労働条件・人員配置」

人材育成の取組・自己管
理システム

・人材育成への取組が具体的かつ実現可能と見込めるか。
・業務の自己点検と業務への反映方法（ＰＤＣＡサイクル等）について具
体的に提案されているか。

5
事業計画書「人材育成の取
組・自己管理システム」

安全管理の対策・緊急時
の対応

・安全管理（事故・防犯・防災等）の対策及び緊急時の対応について具
体的に提案されているか。

5
事業計画書「安全管理の対
策・緊急時の対応」

個人情報保護等の取組
関係法令の遵守

・個人情報保護の取組や守秘義務の徹底の取組について的確な提案
がされているか。
・関係法令の遵守について、必要な措置を講ずる提案がされているか。

5
事業計画書「個人情報保護
等の取組・関係法令の遵守」

地域との連携・社会貢献
活動への取組

・地域活動への参加や地元団体との連携について具体的に提案されて
いるか。
・社会貢献活動の取組について具体的に提案されているか。

10
事業計画書「地域との連携・
貢献活動への取組」

100合計（100点満点）

新潟市味方・月潟地区体育施設指定管理者選定基準・評価項目

選定基準・評価項目

評
価
項
目

評
価
項
目

評
価
項
目
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【利用者数】 単位（人）

大項目 小項目
令和元年度

実績
令和2年度

実績
令和3年度

実績
令和4年度

実績

大人 9,512 6,306 6,527 9,293

子ども 4,972 2,942 3,377 3,736

(小計) 14,484 9,248 9,904 13,029

大人 20 6 6 47

子ども 5 0 6 34

(小計) 25 6 12 81

大人 4,071 1,035 1,325 1,485

子ども 1,594 211 269 274

(小計) 5,665 1,246 1,594 1,759

20,174 10,500 11,510 14,869

大人 1,131 783 1,017 869

子ども 1,110 686 1,269 1,034

幼児 213 159 199 220

(小計) 2,454 1,628 2,485 2,123

大人 101 0 45 90

子ども 1,440 0 575 1,196

幼児 51 0 0 0

(小計) 1,592 0 620 1,286

4,046 1,628 3,105 3,409

大人 3,646 1,391 2,088 3,046

子ども 1,927 449 647 1,461

(小計) 5,573 1,840 2,735 4,507

大人 861 776 883 1,009

子ども 133 170 377 436

(小計) 994 946 1,260 1,445

大人 1,714 1,953 1,218 2,047

子ども 3 0 0 2

(小計) 1,717 1,953 1,218 2,049

大人 340 350 459 321

子ども 0 0 0 0

(小計) 340 350 459 321

大人 1,859 1,505 943 1,211

子ども 550 559 397 654

(小計) 2,409 2,064 1,340 1,865

大人 297 302 419 657

子ども 114 129 83 231

(小計) 411 431 502 888

大人 100 249 148 92

子ども 0 0 0 0

(小計) 100 249 148 92

35,764 19,961 22,277 29,445

専用利用
（月潟

ゲートボール場）

新潟市味方・月潟地区体育施設利用状況（利用料収入、利用者数）

備考

味方体育館合計

専用利用
（月潟野球場）

専用利用
（月潟テニス場）

専用利用
（味方屋内ゲートボー

ル場）

専用利用
（味方屋外

ゲートボール場）

学校利用等
（Ｂ＆Ｇ海洋センター）

専用利用
（味方野球場）

専用利用
（味方テニスコート）

B&G海洋センタープール合計

味方体育館等体育施設利用者計

専用利用
（体育室）

専用利用
（柔道場）

個人利用
（柔道場）

個人利用
（Ｂ＆Ｇ海洋センター）

資料４



【収入】※施設使用料収入 単位（円）

大項目 小項目
令和元年度

実績
令和2年度

実績
令和3年度

実績
令和4年度

実績

専用利用 1,256,137 1,169,400 1,118,550 1,353,102

附属設備 43,450 28,000 18,850 38,250

(小計) 1,299,587 1,197,400 1,137,400 1,391,352

普通券（当日券） 3,200 1,000 0 5,650

回数券・定期券 0 0 0 0

(小計) 3,200 1,000 0 5,650

専用利用 175,637 115,500 158,500 149,292

附属設備 6,400 6,950 4,700 6,400

(小計) 182,037 122,450 163,200 155,692

1,484,824 1,320,850 1,300,600 1,552,694

普通券（当日券） 266,000 166,000 249,900 218,100

回数券・定期券 56,000 26,000 56,000 38,000

(小計) 322,000 192,000 305,900 256,100

専用利用 349,500 291,300 426,750 552,825

附属設備 33,750 35,000 20,000 97,500

(小計) 383,250 326,300 446,750 650,325

専用利用 291,000 284,100 294,000 398,130

附属設備 16,200 42,000 17,400 18,600

(小計) 307,200 326,100 311,400 416,730

専用利用 99,330 96,795 58,770 117,735

附属設備 100,400 117,400 73,400 119,050

(小計) 199,730 214,195 132,170 236,785

専用利用 262,750 237,250 159,750 261,250

附属設備 90,000 51,250 23,750 25,000

(小計) 352,750 288,500 183,500 286,250

専用利用 152,700 143,400 152,700 263,400

附属設備 3,600 1,500 9,900 22,800

(小計) 156,300 144,900 162,600 286,200

3,206,054 2,812,845 2,842,920 3,685,084

備考

専用利用
（体育室）

味方体育館合計

個人利用
（Ｂ＆Ｇ海洋センター）

個人利用
（柔道場）

専用利用
（柔道場）

専用利用
（味方野球場）

専用利用
（味方テニスコート）

専用利用
（味方屋内ゲートボー

ル場）

専用利用
（月潟野球場）

専用利用
（月潟テニス場）

味方体育館等体育施設利用者計



資料５

味方体育館

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（kwh） 86,462 85,090 83,216 92,102

使用料（円） 1,423,087 1,191,362 1,309,519 1,653,857

使用量（㎥） 76 75 101 62

使用料（円） 14,567 13,655 18,034 15,498

使用量（㎥） 345 420 338 284

上水道使用料（円） 139,720 152,276 140,718 134,558

下水道使用料（円） 54,250 73,172 54,054 44,176

1,631,624 1,430,465 1,522,325 1,848,089

味方野球場

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（kwh） 5,799 5,609 5,047 8,564

使用料（円） 1,386,095 1,426,406 958,825 1,000,699

使用量（㎥） 193 258 33 81

使用料（円） 181,331 191,158 165,230 171,040

1,567,426 1,617,564 1,124,055 1,171,739

味方テニスコート

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（kwh） 586 964 585 608

使用料（円） 82,856 91,570 83,556 86,527

82,856 91,570 83,556 86,527

味方B&G海洋センタープール

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（kwh） 18,272 20,058 19,249 19,630

使用料（円） 618,851 635,672 627,537 725,044

使用量（㎥） 190 136 149 132

使用料（円） 26,138 18,959 19,931 23,936

使用量（㎥） 2,430 1,861 1,726 1,352

上水道使用料（円） 722,516 592,426 592,595 487,330

下水道使用料（円） 656,680 454,586 427,614 320,364

2,024,185 1,701,643 1,667,677 1,556,674

区分

電気

ガス

使用料合計

上下水道

令和元年度～令和4年度  味方・月潟地区体育施設　光熱水費データ

区分

電気

上下水道

使用料合計

区分

電気

使用料合計

区分

電気

ガス

使用料合計

上下水道



月潟野球場（テニス場含む）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（kwh） 6,991 5,394 4,808 4,807

使用料（円） 1,393,797 1,431,717 879,855 926,212

使用量（㎥） 24 23 22 77

使用料（円） 120,970 122,368 122,270 134,048

1,514,767 1,554,085 1,002,125 1,060,260

月潟ゲートボール場

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

使用量（㎥） 166 2 1 2

使用料（円） 47,301 27,782 27,685 27,685

47,301 27,782 27,685 27,685使用料合計

区分

電気

上下水道

使用料合計

区分

上下水道


